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【テピアマンスリー 今月の話題】2023年 3月号 

 

中国における SAF 産業の発展概況について 

 

国際民間航空機関（ICAO）によると、航空産業が成長を続ける中、追加の排出削減努力を

行わない場合、国際航空事業だけで 2020年から 2050 年の間に世界の総 CO2 排出量の 7％を

生み出すと予測されている。 

 

ICAO は、2050年までにネットゼロカーボンエミッションを達成するという目標を掲げて

いる。この目標を達成するためには、新しい航空機技術の開発、運用やインフラの効率化に

加え、持続可能な航空燃料（Sustainable Aviation Fuel、以下 SAF と称す。）の開発、生産

及び供給が最も重要な施策となる。 

 

SAFは、バイオマス、廃食油、その他の合成炭化水素を含む原料を航空ジェット燃料の規

格に合うように加工した、持続可能性の基準を満たす燃料である。SAF燃料は、原料収集か

らエンドユーザー使用まで、従来の化石燃料に比べて最大 85％の炭素排出量を削減できる。 

 

国際航空運送協会（IATA）の試算によると、SAFの温室ガス排出削減の役割を十分に発揮

するためには、その使用量を 2020 年の 6300 万リットル（約 5 万トン）から、2025 年には

79億リットル（約 630 万トン）近くに、そして 2050 年には 4490 億リットル（約 3 億 5830

万トン）にまで大幅に増やす必要がある。 

 

現在、SAF の活用について、欧米は積極的に取り込んでいる。アメリカでは、SAFについ

て税制優遇政策をとり、また 2030年までにアメリカの航空燃料需要の 10%、2050年までに

100％を SAFで賄うという目標を掲げている。EUでは、使用される航空燃料のうち SAF が占

める割合として、2030 年には 5％、2050年に 63％を航空燃料供給業者に義務づけることが

提案されている。 

 

一方、航空産業の CO2 排出量は世界の航空産業の排出量の約 1/6 を占める中国（国際エ

ネルギー機関（IEA）の統計データ（2019）を用いて推算する結果、2019年度の中国の航空

産業の CO2排出量は約 0.99 億トンである。）では、SAF に関する中長期目標はまだ策定され

ていないものの、2022 年１月に公表した「中国民間航空業界グリーン発展第 14 次 5ヵ年計

画」において、2025年までに SAFの累積消費量を 5 万トンとする目標を掲げた。 

 

中国の航空産業は年間 2,000 万トン以上の航空ジェット燃料を消費しており、初期には

燃料使用量の 2-3%を SAF に置き換えることとしても、国内市場の需要を 40 万〜60 万トン
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と推定している。 EUと同様 2030年には 5%を置き換える場合、国内市場の需要は 100 万ト

ンとなる。 また、2050年までに 63％に増加する場合、国内市場の需要は 1,260万トンとな

る。 

 

このようなニーズを応えるため、中国の SAF 産業は間違いなく徐々に形成・拡大していく

と思われる。実際、中国での SAF の研究開発は 2009 年に始まり、すでに一定の成果を上げ

ている。 

 

例えば、2011 年 12 月から 2013 年 4 月にかけて、シノペックグループの製油所は、中国

石油科学技術研究院が開発したシノペック独自の知的財産権を有する SAF製造技術（SRJET）

を採用し、同社杭州生産基地の SAF実証装置でテスト生産を行い、パーム油と廃食油を原料

に規格要件を満たすシノペック 1号 SAF 製品を相次いで生産した。同製品は 2014 年 2月に

中国国家民航局から適用許可書を取得し、中国は米国、フランス、フィンランドに次いで 4

番目に独自の SAF の研究・生産技術を持つ国となった。 

 

また、シノペックは 2020 年に、中国初の年産 10 万トンの SAF 商業化生産工場を竣工さ

せた。2022 年４月、同 SAF 生産工場で生産した SAF 製品は持続可能な生物材料に関する円

卓会議（RSB）認証に合格した。これにより、シノペックはアジアで初めて RSB の SAF の認

証を取得した企業になった。 

 

RSBはスイスのジュネーブに本部を構え、複数の国が加盟する国際団体である。RSBの認

証は持続可能な生体材料、バイオ燃料、バイオマスの生産を審査する世界的な認証基準であ

る。EU と ICAOはバイオ燃料の欧州及び国際航空分野の温室効果ガス排出削減市場の参入要

件として、RSB 認証を取得することが不可欠だとしている。 

 

一方、近年、中国政府は「バイオマスエネルギー発展計画（2016-2020）」など、バイオマ

スエネルギーの研究・開発・応用を支援する政策を次々と打ち出しており、SAFへの支援を

強化し、その産業化・商業化を促進すると明言している。 

 

そのため、シノペック以外の中国企業も SAF 生産体制の確立に乗り出している。2022 年

2 月、ポリプロピレンなどを生産する東華能源股份有限公司は、米ハネウェル傘下のエンジ

ニアリング会社と提携し、2023 年に広東省で年産 100 万トンの SAF プラントを建設開始す

る計画を発表した。また、2022 年９月、上場企業である浙江嘉澳環保科技股份有限公司は

40 億ドルを投じて連雲港で年産 50 万トンの SAF プロジェクトを実施する予定と公表した。

その他、上場企業である龍岩卓越新能源股份有限公司も、自社開発の炭化水素系バイオディ

ーゼル製品をさらにフラクションすることで SAF を製造することができ、業界の発展動向



 

3 

 

や市場の需要に応じて、今後、商業化生産計画を調整していく予定と公表した。 

 

上記の動向を踏まえて、北京大学エネルギー研究院の予測によると、中国の既存及び計画

中の水素化バイオディーゼル（HVO）生産能力を SAF生産のために転換・拡張した場合、既

存の SAF 生産能力と合わせて、中国における SAF の潜在生産能力は 2025 年に 205 万トン/

年に達し、同年の中国の航空産業の航空ジェット燃料需要の 4.5%を満たすことができる。 

 

現在、SAFの開発と応用を制限している主な課題は三つある。まずは技術的な成熟度が低

い。既存の SAF 製造技術は７種類があるが、そのうち最も成熟し広く使われている SAF 製

造技術である HEFA 技術以外、他の技術はまだ商業化されていない。次に生産コストの課題

である。変換率が低く、生産規模が小さいため、コストが高いことが SAF 産業発展の最大の

制約となっており、現状 SAF の製造コストは、従来の航空燃料のコストの約 2～5倍となっ

ている。最後に SAF製品の認証は高価で、手間と暇がかかることがある。例えば、シノペッ

クは SAF 開発プロジェクト開始から RSB の持続可能性認証を取得するまでに 21 年かかっ

た。 

 

展望としては、中国の SAF 産業は徐々に発展しており、有望な将来性を持っている。市場

需要の拡大と技術革新を前提に、中国政府が SAF 産業発展目標、奨励政策を明確に打ち出

し、SAF産業への支援を強化できれば、SAF の開発、産業化を効果的に推進することができ

ると思われる。将来的に SAF産業は、中国の航空産業における二酸化炭素排出量の削減、カ

ーボンニュートラルという目標の達成、エネルギー安全保障の強化において重要な役割を

果たすと考えられる。 

（胡 俊杰） 
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【中国】【国務院改革】科学技術イノベーション見据え「科学技術部」を再編 

 

 肖捷・国務委員（国務院秘書長）は 2023 年 3 月 7 日、国務院の機構改革について説明し

た。それによると、科学技術や金融監督、データ管理、農村振興、知的財産権等の重点分野

で、職責の最適化・調整を行うことを明らかにした1。中国の国会に相当する全国人民代表

大会（全人代）は同 10 日、国務院機構改革案を承認した。 

 国務院の機構改革では、科学技術部の再編が第一にあげられている。科学技術の国際的競

争と外部からの封じ込め・抑圧という厳しい状況に直面する中で、科学技術の指導・管理体

制をさらに合理化するとともに科学技術力をさらに統一的に計画し、重要な核心技術にお

ける困難を克服し、科学技術の高いレベルでの「自立自強」の達成を加速する必要があると

した。 

 今回の党と国家機構の改革により、科学技術活動に対する党中央委員会の集中的・統一的

な指導が強化される。このため、「中央科技委員会」を設立し、同委員会の事務局機能は改

組後の科学技術部が担当する。科学技術部は、「党と国家機構改革方案」に基づき、戦略計

画や体制改革、リソースの統一的な計画、総合調整、政策・法規、監督・検査などのマクロ

管理の責務を強化するとともに、新しい挙国体制の健全化や科学技術イノベーション・チェ

ーン全体の管理の最適化し、科学技術成果の転化と科学技術ならびに経済・社会発展の相互

結合を促進する。 

 科学技術部への具体的な管理責任の移管については以下の通りとなっている。 

 ・農業・農村発展のための科学技術計画・政策の策定を組織し、農村の科学技術の進展を

指導する責任を農業・農村部に移管する。 

 ・社会発展のための科学技術に関する計画・政策の策定を組織する責任を、国家発展改革

委員会、生態環境部、国家衛生健康委員会等の部門にそれぞれ移管する。 

 ・ハイテク開発および産業化計画・政策の策定、国家自主イノベーション実証区や国家ハ

イテク産業開発区などの科学技術パークの建設の指導、科学技術サービス業や技術市場、科

学技術仲介組織の発展の指導等の責任は工業・情報化部に移管する。 

 ・海外の知的人材を招致する職責は人力資源社会保障部に移管し、「外国専門家局」の看

板は人力資源社会保障部が掲げる。 

 

 また、財政からの科学技術経費の配分・利用メカニズム改革を行い、中央財政による科学

技術計画の執行ならびに専門機関の管理体制を改善し、科学技術部による中央財政からの

科学技術計画（特別プロジェクト、基金など）の協調管理と科学研究プロジェクトのための

資金の協調評価に関する科学技術部の職責を調整する。 

 再編後の科学技術部は、具体的な科学研究プロジェクトの審査・管理には関与せず、主に

 
1 「关于国务院机构改革方案的说明」（http://www.gov.cn/guowuyuan/2023-

03/08/content_5745356.htm） 
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専門の科学研究管理機関の運営・管理を指導・監督し、科学研究プロジェクトの実施状況の

検査と科学研究成果の評価を強化する役割を担うことになる。 

 これに伴い、科学技術部傘下の中国農村技術開発センターは農業農村部に、中国生物技術

開発センターは国家衛生健康委員会に、中国 21 世紀議程管理センターと科学技術部ハイテ

ク研究開発センターは国家自然科学基金委員会に移管される。 

 

 

【中国】【科学技術】習近平主席が科学技術の「自立自強」達成を強調 

 

 2023年 3月 5日、第 14 期全国人民代表大会（全人代）の江蘇省代表団の審議に参加した

習近平国家主席は、高いレベルの科学技術の「自立自強」の達成を加速させることが、質の

高い発展を推進するための避けて通ることのできない道であると指摘した。また、激しい国

際競争の中で、科学技術イノベーションに依拠し、新しい分野と新しい競争の道を切り開き、

発展のための新しい原動力と優位性を作り出さなければならないと強調した。2 

さらに習近平主席は同 6 日、能力と条件のある民営企業は自主イノベーションを強化し、

科学技術の「自立自強」と科学技術成果の転化において、より大きな役割を果たす必要があ

ると強調した。 

 習近平主席は、科学技術体制改革を深化させ、イノベーション文化を強力に育成し、科学

技術評価制度と奨励メカニズムを改善し、革新的な人材が頭角を現し才能を存分に発揮さ

せるための良好な環境を作ることが必要だと指摘した。 

 

 

【インドネシア】【エネルギー】 PGE、2023年の設備投資として 2.5億ドルを準備 

 

インドネシアのプルタミナ・ジオサーマル・エナジー（PGE）の財務ディレクターは 3 月

21日、2023年の設備投資予算は 2.5 億ドルに上ると発表した。 

PGE は国営エネルギー会社 PT プルタミナの事業体であり、プルタミナ Power New & 

Renewable Energy subholdingの傘下にある。 

同社は、2022年時点の設備容量 672MW から 2027 年には 1,272MWへと、今後 5 年間で 600MW

増やすために 16億ドルの投資を計画している。 

インドネシアにおいて同社は現在 13 の地熱発電エリアを管理しており、1,877MW の設備

容量の内、672MW が自社による運転、1,205MW が共同運転契約によるものとなっている。2023

年 3 月 21 日付『ANTARA News』が伝えた。3 

 
2 「加快实现高水平科技自立自强」

（https://baijiahao.baidu.com/s?id=1759762891945240366&wfr=spider&for=pc） 
3 “Pertamina Geothermal prepares US$250 million of budget for capex”

(https://en.antaranews.com/news/276231/pertamina-geothermal-prepares-us250-million-of-budget-
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（PT プルタミナの組織図） 

 

出所：PT プルタミナ社ウェブサイト（2023 年 3月 22 日にアクセス） 

 

 

 
for-capex) 


